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About JANE

▪ Japan Association of New Economy

（abbreviation：Shinkeiren / JANE）

▪ Founded: June 1, 2012

▪ Members: 537 companies
*as of Oct 19, 2022 

Economic association with 
members from both startups 

and large companies
Policy Recommendations for 

the Economic Growth in 
Japan

Networking and information 
exchange among business 

leaders

Japan's newest economic association dedicated to creating an environment in 

which individuals and private companies can maximize their potential for 

economic and social reform centered on digital. With the basic principle of “Give 

more authority to private sector”, the association publishes numerous policy 

proposals and statements of both regulatory reform and market creation type 

every year. It has a diverse membership that transcends the boundaries of size 

and industry, ranging from start-ups to large corporations, and from IT 

companies to construction and manufacturing companies. In addition, more 

than half of the approximately 50 board members and executives are founders 

of the company, which distinguishes JANE as an "economic organization where 

entrepreneurs gather”. In 2022, the year of its 10th anniversary, JANE is further 

revitalizing its activities under the new slogan "Japan Transformation" as a 

guideline that encompasses the origin of its activities: the promotion of 

“innovation, entrepreneurship, and globalization”.
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Hajime Satomi
Chairman, Representative 
Director, Sega Sammy Holdings

Reiko Okutani
Representative Director Chairman & CEO

CCC Support and Consulting Co.,Ltd.
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情報通信 株式会社サブスク 株式会社ビルドサロン Acroforce株式会社 株式会社ネクシィーズグループ 株式会社トップカルチャー 金融・保険 イシン株式会社

アイアンドエルソフトウェア株式会社 サブスクリプションファクトリー株式会社 株式会社ファンコミュニケーションズ 株式会社アスウェル パーク２４株式会社  ※ 株式会社ナカノモードエンタープライズ auカブコム証券株式会社 株式会社井上ビジネスコンサルタンツ

 ※ アイティオール株式会社 サンテレホン株式会社 ファンズ株式会社 アララ株式会社 パーソルテンプスタッフ株式会社 株式会社ニトリホールディングス SMBC日興証券株式会社 株式会社インテグレート

株式会社ITCS 株式会社三和ソリューション フェンリル株式会社 株式会社Award 株式会社Birdman 日本アムウェイ合同会社 住友生命保険相互会社 株式会社WiL

 ※ 株式会社アイテックジャパン 株式会社GSI 富士ソフト株式会社 株式会社イー・ロジット 株式会社 Pacific Diner Service 日本瓦斯株式会社 DIMENSION株式会社 株式会社ウイルコホールディングス

株式会社I'mbesideyou GMOグローバルサイン株式会社 フューチャーアーキテクト株式会社 株式会社一休 株式会社パソナテック  ※ 株式会社ヌーン トランスファーワイズジャパン株式会社 株式会社ウエディングパーク

株式会社アイル CMC Japan株式会社 株式会社プラスアルファ・コンサルティング 株式会社インタースペース  ※ Hamee株式会社 株式会社ネクステージ B Dash Ventures株式会社 株式会社wevnal

株式会社アカツキ Gcomホールディングス株式会社 株式会社ブランジスタ インプロ・グループ株式会社 株式会社バリュレイト 株式会社ピー・ビー・アイ 株式会社ビートレーディング 株式会社ウェルネス

株式会社アド・プロ  ※ 株式会社ジーゼ 株式会社Branding Engineer  ※ ウィナーズ・アンド・カンパニー株式会社 ハンズラボ株式会社  ※ 株式会社日比谷花壇 ビザ・ワールドワイド・ジャパン株式会社 特定非営利活動法人ETIC.

アナグラム株式会社 株式会社ジーニー freee株式会社 株式会社ウェブクルー PwCあらた有限責任監査法人 FindJapan株式会社 株式会社FUNDINNO 株式会社エムステージ(エムステージグループ)

株式会社アナグラムワークス JTP株式会社 フリービット株式会社 ウォータースタンド株式会社  ※ 株式会社ビズフォース  ※ 株式会社フィル フューチャーベンチャーキャピタル株式会社 株式会社エリートネットワーク

アルテリア・ネットワークス株式会社 株式会社GENOVA 株式会社Preferred Networks 株式会社エアークローゼット 株式会社 bitFlyer Holdings 株式会社ベッドアンドマットレス プレミアグループ株式会社 株式会社オプト

イー･ガーディアン株式会社 株式会社cielo azul フリュー株式会社 株式会社エイアンドピープル ファストドクター株式会社  ※ 株式会社ＨＥＡＶＥＮ Ｊａｐａｎ 株式会社Paidy オリバーワイマングループ株式会社　NERAエコノミックコンサルティング

 ※ 株式会社イード シスコシステムズ合同会社 株式会社BlueMeme 株式会社ADKホールディングス フォーシーズ株式会社  ※ 有限会社UGペット 株式会社ほけんのぜんぶ 一般社団法人鹿児島スポーツプロモーション

ICHI COMMONS株式会社 シティコンピュータ株式会社 ブルームバーグL.P.  ※ S＆Eパートナーズ株式会社 フォースタートアップス株式会社  ※ 株式会社有備堂 松井証券株式会社 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社

株式会社イルグルム ジャングルX株式会社 株式会社fulltas 株式会社エスプール  ※ 富士通コミュニケーションサービス株式会社 株式会社ランドマーク  ※ 株式会社三菱UFJ銀行 株式会社Gugenka

インヴェンティット株式会社 ジュニパーネットワークス株式会社 株式会社プレイド 株式会社エフアンドエム 株式会社船井総研ホールディングス 株式会社Real Style 教育・学習支援 ゲンダイエージェンシー株式会社

株式会社inglow 情報技術開発株式会社 株式会社ブロードバンドセキュリティ  ※ FSX株式会社 フラクタルワークアウト株式会社  ※ Ｒｅ＆Ｄｏ株式会社 株式会社アチーブゴール 株式会社広済堂ホールディングス

INSIGHT LAB 株式会社  ※ シンクス・クリエイティブ・プラス株式会社 プロパティデータバンク株式会社 株式会社エムエム総研 Plug and Play Japan株式会社 リネットジャパングループ株式会社 株式会社ECC コダワリ・ビジネス・コンサルティング株式会社

インターナップ・ジャパン株式会社 スタンシステム株式会社 弁護士ドットコム株式会社 株式会社LDH JAPAN ブランディングテクノロジー株式会社 株式会社ロイヤル 株式会社インターロジック サーチファーム・ジャパン株式会社

株式会社インタラクティブ・コミュニケーション・デザイン ストックマーク株式会社 株式会社ボールド 株式会社オートセンターモリ  ※ 株式会社プリンツ21  ※ ワタナベツールズ 株式会社ウィザス  ※ 在日カナダ大使館

株式会社インテージ 株式会社ストリートスマート  ※ 株式会社マキシム 株式会社オプティマル 株式会社プロレド・パートナーズ 製造業  ※ 学校法人関西学院 GR Japan株式会社

株式会社INFORICH 株式会社スピードリンクジャパン マタドールジャパン株式会社 株式会社カーセブンディベロプメント 株式会社フロンティアインターナショナル アクサルタコーティングシステムズ合同会社 株式会社教育と探求社 株式会社シー・エヌ・エス

株式会社ウィルズ 株式会社セールスフォース・ジャパン 株式会社Massive Act 株式会社カカクコム 株式会社ベクトル アサヒビール株式会社 株式会社グロービス CCCサポート＆コンサルティング株式会社

Airbnb Japan K.K. 株式会社セガ エックスディー Match Group 株式会社エントリー 株式会社ベネフィット・ワン 株式会社アスタリスク  ※ 特定非営利活動法人じぶん未来クラブ 株式会社ジェー・シー・ディ

AI CROSS株式会社 ZTEジャパン株式会社 株式会社マネーフォワード 株式会社キャスター Polar Fox株式会社 アベ印刷株式会社 株式会社スプリックス JENESIS株式会社

ANAシステムズ株式会社 ZVC JAPAN株式会社  ※ 株式会社マハナコーポレーション 株式会社Ginco  ※ 株式会社北海道ホテル  ※ 株式会社イセトー 株式会社東京個別指導学院 株式会社識学

株式会社エーエルジェイ 株式会社セルリア 株式会社MIST solution 株式会社グッド・クルー マカイラ株式会社 出光興産株式会社  ※ 公益財団法人日本漢字能力検定協会 株式会社ジンテック

株式会社エーティーエルシステムズ SOINN株式会社 株式会社MIRAIt Service Design 株式会社グッドパッチ 株式会社みらいワークス 株式会社伊藤園 株式会社ValuesFusion STORES株式会社

エコスフィア株式会社 株式会社ソーシャルインパクト・リサーチ 株式会社ミンカブ・ジ・インフォノイド 株式会社Gunosy メリービズ株式会社 沖電気工業株式会社 ベイヒルズ株式会社 セガサミーホールディングス株式会社

株式会社エディア  ※ 株式会社ソーシャルコミュニケーションズ 株式会社メディアミックス研究所 株式会社クラウドワークス ユニファ株式会社 三興製鋼株式会社  ※ 学校法人武蔵野大学 株式会社セプテーニ・ホールディングス

 ※ 株式会社エニセンス 株式会社ソーシャルラボ 株式会社メディカルネット クリエーションライン株式会社 株式会社読売広告社 サントリーホールディングス株式会社 建設業 株式会社大広

N.Avenue株式会社 ソースネクスト株式会社 株式会社メルカリ Creww株式会社 ライク株式会社 株式会社サンワカンパニー 株式会社安藤・間 株式会社ＴＳＩホールディングス

株式会社Ｎ．ジェン 株式会社ソケッツ 株式会社モバイルファクトリー 株式会社クロア LINE株式会社 株式会社 新保哲也アトリエ 株式会社ヴィス 株式会社テイクアンドギヴ・ニーズ

ENECHANGE株式会社 株式会社TOUCH TO GO 株式会社八幡自動車商会 株式会社KEG 楽天グループ株式会社 セイコーグループ株式会社 株式会社サンエイ工務店 deex株式会社

株式会社エフティグループ チャイナ・モバイル・インターナショナル株式会社 株式会社ユーザベース KPMGアドバイザリー株式会社 ランゲージワン株式会社 ソレイジア・ファーマ株式会社 千代田化工建設株式会社 株式会社テー・オー・ダブリュー

F5ネットワークスジャパン合同会社 株式会社DATAKIT 株式会社ユナイテッドウィル 株式会社GameWith 株式会社WARC 大幸薬品株式会社 東急建設株式会社 デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社

株式会社M＆Aクラウド 株式会社テクノフジタ 株式会社ユニリタ 株式会社コクーンラボ 流通小売業 タカラバイオ株式会社 中島工業株式会社 株式会社デジタルホールディングス

株式会社Ｍマート テクマトリックス株式会社 ユミルリンク株式会社 株式会社ココナラ 株式会社I-ne  ※ トレーラーハウスデベロップメント株式会社 株式会社Lib Work 株式会社電通

株式会社ＬＬＬ デジタルアスリート株式会社 ライフライン・コミュニケーションズ株式会社  ※ 株式会社越路レンタカー  ※ I.C.ティアラム株式会社 日本コカ･コーラ株式会社 医療・福祉  ※ 公益財団法人日本財団パラリンピックサポートセンター

ELESTYLE株式会社 株式会社デジタルフォルン 株式会社LIFULL 株式会社コトラ アンファー株式会社 株式会社ファンケル 医療法人社団　栄和会  ※ 特定非営利活動法人日本ファンドレイジング協会

エンバーポイント株式会社  ※ 株式会社テラスホールディングス ラクスル株式会社 株式会社コングレ eBay Japan合同会社 フランツ株式会社  ※ 有限会社MHVC 株式会社ノエビアホールディングス

株式会社おいしい健康 株式会社テリロジーワークス 楽天コミュニケーションズ株式会社 株式会社サイバーエージェント  ※ 株式会社伊藤久右衛門  ※ プリンタス株式会社 株式会社キャンサースキャン 株式会社博報堂ＤＹメディアパートナーズ

株式会社オウケイウェイヴ デル・テクノロジーズ株式会社 株式会社LabBase 株式会社サイバー・バズ  ※ エード株式会社 Ｐ＆Ｇジャパン合同会社 GLOBIZZ CORP. BEENOS株式会社

 ※ 株式会社大塚商会 東映株式会社 リーディングテック株式会社 株式会社サイマル・インターナショナル 株式会社エフタイム 平安伸銅工業株式会社 湘南美容外科クリニック  ※ 一般財団法人非営利組織評価センター

株式会社オールアバウト 株式会社東名  ※ 株式会社リクルート 株式会社GWC オイシックス・ラ・大地株式会社 ホッピービバレッジ株式会社 STEMCELL株式会社 ビズメイツ株式会社　

沖縄クロス・ヘッド株式会社 株式会社Donuts リックソフト株式会社 株式会社シェアリング・ビューティー  ※ 株式会社おいもや  ※ 株式会社ボンフォーム 医療法人社団ダイアステップ 株式会社ファブリカコミュニケーションズ

 ※ 株式会社oricon ME 株式会社トスコ 株式会社Rehab for JAPAN 株式会社ジオコード 株式会社オーガランド  ※ ママクリンホームケア株式会社 TXP Medical株式会社 booost technologies株式会社

株式会社カオナビ トムソン・ロイター株式会社 Librus株式会社 株式会社シグマクシス  ※ 株式会社カーポートマルゼン マルコメ株式会社 株式会社フレアス フォースバレー・コンシェルジュ株式会社

株式会社ガッコム 株式会社とめ研究所 株式会社Luup 株式会社ジモティー  ※ 株式会社カメラのミツバ 矢崎総業株式会社 株式会社ボディアシスト 株式会社フレイ・ホールディングス

株式会社CARTA HOLDINGS トランスコスモス株式会社 レッドハット株式会社  ※ 株式会社ジャパンネイルスクール  ※ 川島米穀店 不動産 楽天メディカルジャパン株式会社 株式会社プロジェクトカンパニー

関越ソフトウェア株式会社 Dolby Japan株式会社 レバレジーズ株式会社  ※ 株式会社ジャパンネットワークコーポレーション  ※ 株式会社キャラック 株式会社オフィスバンク 株式会社らくらホールディングス 株式会社プロネクサス

株式会社GEAR トレジャーデータ株式会社 株式会社RevComm 株式会社ステムセル研究所 株式会社GROOVE クッシュマン・アンド・ウェイクフィールド株式会社 株式会社ワンセルフ BASE株式会社

株式会社近宣 トレンドマイクロ株式会社 株式会社レントラックス 株式会社ダイレクトマーケティングミックス 株式会社ジェネレーションパス 株式会社グッドコムアセット 運輸・郵便 株式会社ホットリンク

ＫＬａｂ株式会社 ナビオコンピュータ株式会社 六元素情報システム株式会社  ※ 株式会社旅クラブジャパン  ※ 株式会社シブヤ 株式会社グローバル・リンク・マネジメント セイノーホールディングス株式会社 マーヴェリック・ディー・シー株式会社

グリー株式会社 株式会社ＮＩＣＳ 株式会社ワークスアプリケーションズ タメニー株式会社 ジャパン建材株式会社 株式会社SYNTH 東急株式会社 松尾産業株式会社

株式会社ぐるなび 株式会社ニッソウ ワークデイ株式会社  ※ 株式会社チーム・ファクトリー  ※ 株式会社ジュリア 清陽通商株式会社 日興運送株式会社 株式会社三鷹倉庫

 ※ 株式会社クレアンスメアード 日本オラクル株式会社 株式会社ONE COMPATH  ※ 有限会社筑波ホテル 株式会社ジュン 東急不動産ホールディングス株式会社 宿泊・飲食・旅行 三ッ輪産業株式会社

株式会社クレスコ Nihon Cyber Defence Co., Ltd. 株式会社ワントゥーテン 株式会社DYM 上新電機株式会社 株式会社トラスト・インベストメント 株式会社エンゼル ミナトホールディングス株式会社

グローシップ・パートナーズ株式会社 日本マイクロソフト株式会社 サービス 株式会社デジタルダイブ 有限会社ズーティー ナップ賃貸保証株式会社 株式会社東急ホテルズ 株式会社メディアオーパスプラス

xID株式会社 株式会社ネオレックス 株式会社IR Robotics 株式会社東京通信 株式会社ステップワールド 西大阪スペース株式会社 ルートインジャパン株式会社 株式会社モダリス

クロス・ヘッド株式会社  ※ 株式会社ネットプロテクションズ 株式会社iOffice 株式会社dof 株式会社ストリーム 株式会社日本財託 農林水産業 Yamauchi-No.10 Family Office

 ※ 株式会社ＫＣＳ バリオセキュア株式会社  ※ 株式会社アイティ・コミュニケーションズ ドラフト労務管理事務所  ※ 株式会社ストレッチマネジメント 株式会社日本土地建物 株式会社スタジオ・アルカナ ユニファースト株式会社

株式会社コミクス バレットグループ株式会社  ※ 株式会社アイデンティティー 株式会社ドリコム スポーク・ホールディングス株式会社 株式会社フェイスネットワーク その他 株式会社リアルホールディングス

コムチュア株式会社 株式会社PSI 株式会社アイドマ・ホールディングス ナイル株式会社  ※ タカムラ株式会社 株式会社不二興産 株式会社アイアンドエフ  ※ 株式会社Ryuki Design

 ※ 株式会社コンビーズ ビジネスセンター岡山株式会社 株式会社i-plug 株式会社ナインメディア  ※ タンスのゲン株式会社 株式会社フロンティアハウス アクセンチュア株式会社  ※ ルクセンブルク貿易投資事務所

コンピューテックエンジニアリング株式会社  ※ ビジョナル株式会社  ※ 株式会社 亜欧堂  ※ 南薩観光株式会社  ※ 株式会社デジアラホールディングス 株式会社丸貞 株式会社アドバンテッジパートナーズ 株式会社ロッテホールディングス

株式会社コンベックス 株式会社ビジョン 株式会社アクシス 日本郵政株式会社  ※ トゥインクルスプリンクルジャパン株式会社 株式会社みらいホールディングス 株式会社イー・エス・アイ

 ※ サヴァリ株式会社 株式会社ビットキー 株式会社アクティブ アンド カンパニー ニューホライズンコレクティブ合同会社  ※ 株式会社都泉 リスト株式会社  ※ 株式会社イーフローラ

Number of Members：537
Member List ※as of 19 Oct, 2022 Supporting members are marked with ※

Industry classifications were created by JANE, classifications are based on each company's declaration at the time of admission.
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2022年度 新規入会企業

※as of 19 Oct, 2022

New Member Companies joining in 2022
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JANE celebrated its 10th anniversary in 2022.

On this milestone occasion, we have incorporated our will to "fundamentally transform Japan," 

the starting point of our founding, into the words of JX (Japan Transformation). 

7

On Sale!!

7

Since the collapse of the bubble economy, Japanese society has been suffering from low growth, which has been called the "lost 30 years." A 
declining population, a rigid government system, a financial market with little future orientation, a culture that does not tolerate failure... However, 
there are signs of change by technology, the creation of new markets, and a new era of individuality is just around the corner. What should we do to 
bring together the power of entrepreneurs and transform Japan? In June 2022, the Japan Association of New Economy, which celebrates its 10th 
anniversary, aims to create a "future strategy for Japan".

Hiroshi Mikitani, Susumu Fujita, JANE 
Executives discuss a “future strategy 

for Japan”  with entrepreneurs

Entrepreneurs change Japan!



JX Awards

＝＝Grand Prize＝＝ ＝＝Special Prize＝＝
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▪ The next decade of JANE begins on June 1, 2022

JX Awards, an award for entrepreneurs who change Japan, is launched.

JANE 10th Anniversary event

Japan Transformation
- Entrepreneurs change Japan! -

2022.06.01

At the Prince Park Tower Tokyo

event to celebrate 10th anniversary 

The award is given to entrepreneurial executives who are leaders of JX (Japan 
Transformation). The award winners were selected by a selection committee 
comprised of top executives from the front lines of business. The first award was 
presented at the 10th anniversary commemorative event. JANE plans to continue 
presenting the JX Award in the future.

Yohei Kiguchi

ENECHANGE, Ltd.

CEO

Eiko Hashiba

VisasQ, Inc.

CEO

Toru Nishikawa

Preferred Networks, Inc.

Co-founder and CEO
Please visit the website for more 

details about the book, 10th 

anniversary events, and JX Awards.



Based on the principles of innovation, entrepreneurship, and globalization, JANE 
promote advocacy to the government for deregulation and other measures to 
ensure that government policies encourage the creation and revitalization of the 
digital economy and are fair to our member companies.

Policy

Member
companies

④Feedback on policy 
trends, survey 
requests, etc.

③ Responses to requests 
and hearing opportunities 

①Consultation on 
policy topics and 
provision of 
information on projects.

9

Government

② Confirmation of laws 
and regulations, provision 
of information, and 
requests for deregulation



■Telecommunications Industry

2022/8/25 Explanation of "Opinions on the Draft Ministerial Ordinance on Regulations for External

Transmission of Information on Users" at the MIC working group on handling of user
information pertaining to platform services (18th meeting).

2022/8/25 Submitted opinions on the MIC Working Group Summary (Draft) on the appropriate handling

of specified user information".

2022/8/9 【Seminar】Second summary report of MIC’s study group on platform services

2022/8/3 Submitted comments in response to the MICs’ call for public comments on draft second

summary report of the study group on platform services

2022/6/22 Explanation of "Opinions on Regulations for External Transmission of Information on Users" at   

the MIC working group on handling of user information pertaining to platform services (16th

meeting)

■Economic and digital policies

2022/7/8 【Seminar】Plan for a comprehensive review of regulations 

in light of the Digital Principles

2022/6/8 Comments by Representative Director Mikitani on 

“Honebuto-no-hoshin”, the big-boned policy outline

2022/1/27 Urgent opinion on response to COVID-19 (co-sign with Keizai Doyukai）

2022/1/12 An urgent statement regarding the response to COVID-19 

Major policy areas of JANE’s work (examples in 2022)

10

Policy



■Competition Policy

2022/9/6 【Seminar】Transactions in the cloud services sector from the perspective of competition law

2022/6/10 Submitted comments on the "Competition Evaluation Interim Report on Mobile Ecosystem" 
and “Competition Evaluation Interim Report on New Customer Contact Points (Voice
Assistants and Wearables)" by the Secretariat of the Digital Market Competition Headquarters,

Cabinet Secretariat

■Carbon Neutral

2022/9/29 【Seminar】Japanese Industry’s response and challenge in the international trend of

non-financial information disclosure

2022/6/03 Launch of Carbon Neutral Working Group

2022/3/28 【Seminar】Company management in the era of

“Carbon Neutral” - towards launching of JANE WG -

■Human Resourse policy

2022/9/28 Submitted opinions on the Cabinet Secretariat's "Direction of the Legal System for Appropriate

Transactions Pertaining to Freelance Workers".

2022/4/22 Submission of opinions on the Immigration and Immigration Agency's "Draft Roadmap for the

Realization of a Society Coexisting with Foreign Residents".

11

▶27 member companies joined the WG and  participate in discussions. In 

addition to monthly meetings, three subcommittees (EV Promotion, 

Sustainability Promotion, and Institutional Innovation) are operated towards 

making policy proposals. Offline meetings and get-togethers provide 

opportunities for active interaction among WG members. 

Policy



■Economic Security Policy

2022/10/12 【Seminar】Officer in Charge speaks! Frontline of Economic Security - Measures and Future of

the Economic Security Promotion Act

2022/8/24 Submitted comments on the Cabinet Office's "Draft Basic Policy" and two "Draft Basic

Guidelines" regarding economic security
12

■FinTech

2022/9/7 Submission to the Government of the 2023 tax reform request 
regarding crypto assets

2022/6/8 Submitted an opinion on the Accounting Standards Board’s discussion

paper for the issuance and holding of cryptographic assets ICO tokens
under the Funds Settlement Law or electronic record transfer rights under
the Financial Instruments and Exchange Law

■Consumer Affairs

2022/9/7 Submitted comments on the Consumer Affairs Agency's proposed revision of “points to

consider under the Act Against Unjustifiable Premiums and Misleading Representations and
the Health Promotion Act Concerning Health Foods".

2022/9/2 Submitted opinions to the Consumer Affairs Agency regarding the study group on the
computerization of contract documents, etc. under the Act on Specified Commercial
Transactions, etc.

2022/6/13 Submitted comments about affiliate advertising on the Consumer Affairs Agency’s 

draft guidelines for management measures and notes under Article 26 of the Act on
Prevention of Unjustifiable Extra or Unexpected Benefit and Misleading Representation.

2022/4/15 【Seminar】Briefing on the Consumer Affairs Agency's "Study Group on Affiliate Advertising, etc.

Policy



The world's first* index created by a business association with 
its member companies as constituent stocks.

Japan New Economy Index

Returns since the start of JANE 
〈Monthly basis〉

June 1, 2012
JANE starts

Oct, 2022

Index rose to

near 5000,

5 times higher

than 1,000 as of

June 1, 2012

5
times

Includes all 151*

general members

listed on the three

TSE/TYO markets.

151

*listed on three TSE/TYO markets
(Prime=73, Standard=25, Growth=53)

issues

1000

2000

3000

4000

5000

6000

Major top
component issues

Japan Post
Nitori Holidngs
Trendmicro
Tokyu
Rakuten group
Oracle Corp. Japan
CyberAgent
Tokyu Land
Itoen
Kakaku.com
Sega Sammy Holdings
Fancl
Mercari
Park 24
Fujisoft
NIPPON GAS
Seino Holdings
Nextage
Benefit One
MoneyForward
Hazama Ando
Toei
Freee
Matsui Securities
Funai Soken Holdings13

*Based on JANE's research (as of June 2019)

More than



■”Must” lectures for management

■New Members MTG

An online event held quarterly where newly enrolled general

members are invited to introduce their business in the form of a short

pitch. Impressive presentations with full use of video and images.

Each general member company that participates as an audience will

be provided with contact information for the speaker's company for

further business opportunities.

New offline meetups are being planned to further deepen exchanges 

among business owners and executives. Each meeting will have a set 

theme, and all participants will engage in discussion based on the 

lecturer's presentation. The event will be held every other month 

(light meals and drinks will be provided).

A "practical education course" offered to corporate managers and

executives, as well as those who are seeking to start their own

businesses. Specific theme is set each time and experts in various

fields are invited to give lectures. The lecture is held 3 to 5 times

each year. The first seminar in 2021 focuses on security theory, while

the second seminar in 2022 focuses on organizational management

theory.

Seminar/Event
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■Off-line Meetup （TBD, planned in 2023）



■広報講座Seminar

■JANE throughout Japan!!

A very popular practical course for new PR professionals and those in

PR and IR departments, where you can learn the basics and

applications of PR and how to write press releases, etc., in multiple

sessions.

To deepen connections with cities and regions throughout Japan and

create new value through mutual exchange. Member companies and

noteworthy companies headquartered in various regions of Japan

speak frankly about their roots and growth in the region, challenges

and future prospects. JANE will take reflect opinions to policy

proposals in order to widely disseminate the real status and

potential of the local economy.

Discussion of the digital shift and 

future prospects for Japan from a 

practical perspective

■DX SALON ■NEST-NEXT

Platform to discuss cutting-

edge business trends among 

executives and gov officials 15

■Public Relations seminars



■Member gathering event

Event

Golf tournaments and mahjong tournaments for the purpose of

developing relationships among member companies. The tournament

is held at a prestigious golf course in the near Tokyo area, and the

mahjong tournament, led by M-League Chairman and Vice

Representative Director Fujita, is held under competitive mahjong

rules.

Established in 2019 as a loose membership forum to pursue

collaboration between art and business. It holds special previews of

art events for management and seminars on art and business, and in

2022 will change its name to "Art Action Forum" to make it more

active. The first event is a tour to Kyoto to participate in an art fair.

Overseas business tours for management-level employees. 
In the past, we visited Silicon Valley in the US, India, 
Finland, Estonia, Israel, and Belfast in Ireland. We will 
plan to have one in 2023. 

≪ ≪ photos: Israel tour in 2019 ≫ ≫ ≫ 

■Art Action Forum

■Overseas business tours
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Membership fee

Membership Benefit

Annual fee：

JPY 200,000

17

Creating business 
opportunities 

through member 
gathering

Participation in 
policy advocacy 

activities

Access to the 
latest trend of 

business & policies 

✓ Same fee regardless of industry, sales, etc.

✓ No admission fee, no charge for seminars, 

etc. 

✓ Business year: January-December

※We may request fee for some events



Interview to Entreprenuers

Admissions

Meeting with 

secretariat

Approval 

at the BoD

Apply with 

application form 

via website

Apply online

JANE website

JANE 10th special website

          


